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総事業費

実績 実績

実績 39.6 実績 ー市民意識の割合 民抜粋によるアンケート調査より22年度には５０%超える数値が目標）

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 166-1 男女共同参画推進啓発事業
会計 01 一般会計

款 02 総務費

基本施策 41 あらゆる場に男女がともに参画する社会をつくる
項 01 総務管理費

目 19 男女共同参画費

施　策 1 あらゆる分野における男女共同参画
細目 101 男女共同参画推進経費

細々目 01 男女共同参画推進事務経費

基 本 計 画 該 当 頁 154
担当部課

コード 70200 評価者
氏　名

深尾　千恵 連絡先
22 - 9632

行革大綱の重点事項番号 1 名称 男女共同参画課 (内線) 2180

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

行政職員・就学後の市民
ジェンダーの意識を払拭し、男女共同参画への理解を深めることができる。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 9 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

審議会等への女性委員の登用拡大の啓発
男女共同参画情報紙の発行

状
況
変
化
等

女性委員の登用率の拡大
講演会等への男性の参加者の増加

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

発行回数 回

H17 H18 H19

2

H20

2
3 規模・構造 目標 ― 目標 2

企業訪問による啓発活動の訪問会社数 社数

実績 2 実績 2

139 145
目標 ― 目標 100

運営体制 実績 実績 95
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

女性委員の登用率 審議会等の改選時・新規立上げ時における女性委員数

H17 H18 H19

30.1

H20

33.4
目標 目標 26.8

｢男は仕事｣｢女は家事・育児」と思わない 啓発推進することによる固定観念を払拭していく市民の割合（17年度市

実績 23.5 実績 26.2

ー ー
目標 目標 ー

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

男女共同参画社会の実現に向け、審議会等に女性委員数が増えることにより、計画策定の段階から女性の意見が生かされる。
男女共同参画情報紙を配布することにより、市民の認識が深り、啓発推進できる。

有効性 4 講演会等への男性の参加が多くなった。自治会等における地域活動の専門部門の部長や福祉会会長に就任する女性が増えた。

達成度 3
数値的にはほぼ達成できているが、同一人物が複数の審議会委員となるなど、重複人選について再考する必要がある。また、単なる数合わせとならないよう慎重な人選が必要であ
る。

効率性 3 ネッワーク会員との事業の共催や「フレンテみえ」の事業を市民に周知することにより、効率の良い、より多くの事業ができ、啓発推進諸経費の削減が図れる。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

Ａ 拡大 意識だけに終わらず、実現できるよう啓発推進を続ける。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

審議会委員報酬 380 審議会委員報酬 138 審議会委員報酬 204 審議会委員報酬 204
情報紙編集員謝礼 82 情報紙編集員謝礼 136 情報紙編集員謝礼 90 情報紙編集員謝礼 90

工事
旅費 129 旅費 170 旅費 160 旅費 160
情報紙印刷費等 396 情報紙印刷費等 443 情報紙印刷費等 438 情報紙印刷費等 438
その他 171 その他 167 その他 177 その他 147

147

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 1,158 事業費計(A) 　 Σ 1,054 事業費計(A) 　 Σ 1,069 事業費計(A) 　 Σ 1,039

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 3,318 3,934 6,109 6,079

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 1,158 1,054 1,069 1,039

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 1,158 1,054 1,069 1,039
計 1,158 1,054 1,069 1,039

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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